
豊橋市ブロック塀等撤去費補助金交付要綱 

 

（目的等） 

第１条 この要綱は、豊橋市内に存するブロック塀等の撤去に係る事業を行う所有者等に対し

て、予算の範囲内において補助金を交付することにより、地震によるブロック塀等の倒壊に

よる被害、避難時等の通行の妨げとなることを防止し、もって市民の安全に資することを目

的とする。 

２ 前項の補助金の交付については、豊橋市補助金等交付規則（平成７年豊橋市規則第８号）に

定めるもののほか、この要綱の定めるところによる。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(１) ブロック塀等 コンクリートブロック、レンガ、大谷石等の組積造の塀その他これら

に類する塀をいう。 

(２) 倒壊のおそれがある 平成30年６月21日付け国住指第1130号において通知されたブロ

ック塀等の点検チェックポイント又は愛知県建築物地震対策推進協議会が作成したチェッ

クリストによる点検の結果、不適合な箇所が一つ以上あることをいう。 

(３) 補助対象道路 豊橋市地域防災計画に定める第１・第２指定避難所、福祉避難所、広

域避難場所、一時避難場所、津波避難ビル、津波防災センター又は津波避難場所に至る経

路をいう。 

(４) 撤去 地盤面（道路と敷地の高さが異なる場合は高い側の地盤面をいう。以下同じ）

より上部に存するブロック塀等を撤去することをいう。 

 

（補助の対象者） 

第３条 補助金の交付を受けることができる者は、次の各号の全てを満たすものとする。 

(１) 次条に規定するブロック塀等を所有し、又は管理する個人であること。 

(２) 豊橋市税を滞納していないこと。 

(３) 豊橋市暴力団排除条例（平成23年豊橋市条例第２号）第２条第２号に規定する暴力団

員（以下「暴力団員」という。）でない者又は同条第１号に規定する暴力団若しくは暴力

団員と密接な関係を有しない者であること。 

 

（補助の対象事業） 

第４条 補助金の交付を受けることができるブロック塀等の撤去工事（以下「撤去事業」とい

う。）は、次の各号の全てを満たすものとする。 

(１)  敷地内のブロック塀等のうち、補助対象道路に面する倒壊のおそれがあるブロック塀

等を全て撤去するものであること。 

(２) 前号の場合におけるブロック塀等は、道路からの高さが１ｍ以上で、かつ地盤面から

の高さが60ｃｍ以上のものに限る。 



 (３) ブロック塀等と同一敷地内にある建築物の解体に伴うブロック塀等の撤去でないこ

と。 

 

２ 前項の規定にかかわらず、次のいずれかに該当する場合、市長は、この要綱に基づく補助金

の交付を行わないものとする。 

(１) 当該ブロック塀等の撤去事業につき、既に他の制度による補助等の交付を受けている

場合 

(２) 当該ブロック塀等と同一敷地内に存するブロック塀等の撤去について、過去にこの要

綱の規定による補助金の交付を受けている場合 

 

（補助金の額等） 

第５条 補助金は、前条の要件を満たす撤去事業に要する工事費に対して交付するものとする。 

２ 補助金の額は、ブロック塀等の撤去に要する工事費（消費税及び地方消費税を除く。）の額

の１／２と、撤去に係る次表の左欄に掲げるブロック塀等の区分に応じ、当該ブロック塀等

の延長に１ｍあたり同表の右欄に掲げる額を乗じて得た額の、いずれか少ない額とする。た

だし、10万円を上限とし、千円未満の端数は切り捨てるものとする。 

区分 額 

コンクリートブロック、レンガ及び大谷石等の組積造の塀 5,000円 

その他これらに類する塀 4,000円 

 

（事前相談） 

第５条の２ 補助金の交付を受けようとする者は、次条に定める交付の申請の前に、補助金の交

付を受けようとする年度（次項において「補助年度」という。）に豊橋市ブロック塀等撤去

費補助金事前相談書（様式第１号）に案内図を添えて市長に提出しなければならない。 

２ 前項の規定による事前相談書の提出は、補助年度の12月28日（ただし、当該日が土、日及び

祝日の場合は、直前の開庁日とする。）までに提出するものとする。 

３ 市長は、第１項の規定による事前相談があったときは、速やかに当該相談に係るブロック塀

等が第４条の規定に該当するかを現地調査するものとする。 

 

（補助金交付の申請及び決定） 

第６条 補助金の交付を申請する者（以下「申請者」という。）は、ブロック塀等の撤去に着手

する前に、豊橋市ブロック塀等撤去費補助金交付申請書（様式第２号）に次に掲げる書類を

添えて市長に提出し、補助金の交付決定を受けなければならない。ただし、当該申請に係る

会計年度内において、複数の交付決定を受けることはできない。 

(１) 撤去事業を行う場所の案内図 

(２) 撤去事業に係る工事の内容を表した図書（配置図、立面図等） 

(３) 撤去事業に係る工事費の見積書の写し 



(４) 撤去するブロック塀等の全景写真 

(５) その他市長が必要と認める書類 

２ 市長は、前項の規定による申請がなされた場合は、その内容を審査し、補助金の交付を適当

と認めた場合は、速やかに補助金の交付決定をするものとする。 

３ 市長は、前項の補助金の交付決定をしたときは、豊橋市ブロック塀等撤去費補助金交付決定

通知書（様式第３号）により、申請者に通知するものとする。 

４ 市長は、前項の規定により通知をする場合において必要と認めるときは、条件を付すことが

できる。 

 

（交付申請の内容の変更等） 

第７条 申請者は、補助金の交付申請の内容を変更しようとするとき（軽微な変更であって補助

金の額に変更を生じないものを除く。）は、あらかじめ豊橋市ブロック塀等撤去費補助金交

付変更申請書（様式第４号）に当該変更の内容が分かる書類を添付して、市長に提出しなけ

ればならない。 

２ 市長は、前項の規定による申請があったときは、その内容を審査のうえ、変更内容を適当と

認めたときは、豊橋市ブロック塀等撤去費補助金交付変更決定通知書（様式第５号）により

申請者に通知するものとする。 

 

（交付申請の取下げ） 

第８条 申請者は、交付申請を取り下げるときは、補助金の交付決定があった日の属する年度の

１月末日までに、豊橋市ブロック塀等撤去費補助金交付申請取下届（様式第６号）を、市長

に提出しなければならない。 

 

（完了実績報告等） 

第９条 申請者は、ブロック塀等の撤去が完了したときは、豊橋市ブロック塀等撤去完了実績報

告書（様式第７号。以下「完了報告書」という。）に次に掲げる書類を添付して、撤去が完

了した日から起算して30日を経過した日又は補助金の交付決定のあった日の属する年度の２

月末日（ただし、当該日が土、日及び祝日の場合は直前の開庁日とする。）のいずれか早い

日までに、市長に提出しなければならない。 

(１) 豊橋市ブロック塀等撤去費補助金収支決算書（様式第７－２号） 

(２) 撤去事業に係る工事費の請求書又は領収書の写し（請求書による場合は補助金交付

後、領収書の写しを提出） 

(３) 撤去事業に係る工事の完了後の写真 

(４) 契約書等の写し 

(５) その他市長が必要と認める書類 

２ 市長は、前項の規定による報告があったときは、必要に応じ現地確認するとともに報告の内

容を審査し、適当と認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、豊橋市ブロック塀等撤

去費補助金確定通知書（様式第８号）により、申請者に通知するものとする。 

 



（補助金の交付請求及び交付） 

第10条 申請者は、前条第２項による通知を受けたときは、豊橋市ブロック塀等撤去費補助金交

付請求書（様式第９号）により、市長に補助金の交付を請求することができる。 

２ 市長は、前項の補助金交付請求書に基づき、申請者に補助金を交付するものとする。 

 

（地位の承継） 

第11条 申請者に死亡その他やむを得ない事情が生じた場合において、相続等により申請者の法

的な地位を承継した者は、この要綱の規定に基づき申請者が取得した地位を、市長に届出を

することによって承継することができる。 

２ 前項の規定により申請者の地位を承継しようとする者は、豊橋市ブロック塀等撤去費補助金

地位承継届（様式第10号）に、自己が申請者の包括承継人等であることを証する書類を添付

して、市長に提出しなければならない。 

 

（交付決定の取消し及び補助金の返還） 

第12条 市長は、申請者が次の各号のいずれかに該当する場合は、補助金の交付決定の全部若し

くは一部を取消し、又は既に交付した補助金の全部若しくは一部について期限を定めて返還

を求めるものとする。 

(１) 虚偽の申請その他不正の行為により補助金の交付を受けたと認められるとき。 

(２) 補助金の交付決定内容、これに付した条件その他法令又はこの要綱に違反したと認め

られるとき。 

(３) 第９条第１項に規定する期限までに完了報告書が提出されなかったとき。 

(４) 第３条第３号に該当しないこととなったとき又は第６条第１項の申請をした当時に第

３条第３号に該当していなかったことが判明したとき。 

(５) その他市長が補助金の交付を不適当と認めたとき。 

 

（委任） 

第13条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

 

附 則 

この要綱は、平成30年10月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成31年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和３年１月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則 



この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

   附 則 

この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 

 

 

  


